
２ 業務レベルのリスク予防策整備に向けた取組

令和５年度
リスクマネジメントによる業務改善の推進（内部統制）について

１ リスクマネジメントによる業務改善の推進（内部統制）の取組概要

◆リスク評価シートを活用したリスクマネジメント

自所属が抱える業務上のリスクを再認識し、その予防策の整

備・運用状況に対して、自己評価することで、リスク軽減及び

業務改善につなげる。また、各課の自己評価をもとに、評価部

局が独立的かつ一元的に評価（独立的評価）を行うことで、リ

スク軽減にとどまらず、全庁的な業務改善を図ることで、適正

な事務執行に向けた取組を強化する。
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区では、国が掲げる「内部統制」の考え方を踏まえ、適正な事務

執行のための取組を強化することを目的として、令和３年１月に

「板橋区リスクマネジメントに関する方針」を策定し、「リスクマ

ネジメントよる業務改善の推進（内部統制）」に取り組むこととし

た。これにより、令和３年度から「リスク評価シートを活用したリ

スクマネジメント」の取組を開始し、既存の内部統制に関わる取組

を補完し、業務レベルのリスク軽減及び業務改善を図ることで健全

な区政経営を推進している。
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＜地方自治法における内部統制の４つの目的と区の既存の取組との関係性のイメージ＞ ＜プロセスイメージ＞



＜各課が選定したリスク＞

４ 全庁に共通するリスクマネジメントの取組事項

○適正な事務執行に向けて、各所管課がリスクマネジメントに係る通知や
情報紙等を発行するほか、職員への研修等を通じて注意喚起、意識啓発
を行った。

３ 令和５年度の取組結果

１ 各課の取組概要と取組結果
①自己確認～リスクの洗出し・分析選定・予防策確認（令和５年６月～７月）
影響度、重要度、発生可能性の高さなどを踏まえ、各課で業務上起こり

得るリスクの選定を行い、全77課において377件のリスクが選定された。
＜評価結果＞ 「不備あり」：44件、「不備なし」：333件

②自己評価～予防策等の整備状況確認（令和５年11月）
各課で選定したリスクに対する予防策の整備状況、運用状況を職員間で

確認し、自己評価を行った。
＜評価結果＞ 「不備あり」：25件、「不備なし」：352件

③リフレクション（令和６年３月）
各課で、自己評価及び独立的評価を踏まえ、選定したリスクに対する予

防策の整備状況、運用状況の有効性や課題に対し、自己評価を行うととも
に、令和５年度の取組の振返りと翌年度以降の方向性の確認を行った。
＜評価結果＞ 「不備あり」：6件、「不備なし」：371件
※「不備あり」６件のいずれも、各課における改善策の完了を確認した。

２ 独立的評価の概要と評価結果（令和５年11月～令和６年３月）
各課で実施した自己評価結果に対し、不適正な事務の発生防止に向け

た取組みが適正であったか、再発防止策が随時実施されたか等の視点で
評価部局（経営改革推進課）による独立的評価を行った。
＜評価結果＞ 「改善の余地あり」：0件、「適正」：377件

過去に発生した事例については、そのすべての事例において再発防止
のための改善策が取られ、その後適正に運用されており、予防策の不備に
該当しないと判断した。整備中の予防策についても、いずれも整備計画が
立てられ、取り組まれていることから、リスクマネジメントによる業務改善
の推進がなされていると判断した。
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1 各種手続きの失念

2 情報共有・進捗管理不足

3 マニュアル・法令の理解不足

4 守秘義務違反

5 業務の不作為

6 文書事務手続きの誤り

7 文書（データ含む）の作成誤り

8 文書（データ含む）の紛失・誤廃棄

9 文書（データ含む）の誤送付（交付）

10 システム処理の誤り

11 システム内容の理解不足

12 システムの不具合・ウイルス感染

13 会計・予算事務手続きの誤り

14 会計・予算事務の遅延

15 納付状況等の確認不足

16 契約事務手続きの誤り

17 不十分な履行確認

18 契約業者（指定管理者含む）トラブル

19 現金・備品等の紛失（破損）

20 釣り銭の間違い

21 不十分な資産管理

22 その他（収賄、横領、書類の偽造・隠ぺい等）

全77課 377件 不備あり 不備なし


